（別記様式１）　                                                           
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［条件付き一般競争入札（事前審査方式）用］
	
入札参加資格確認申請書


                                                              　令和　　年　　月　　日


　　群馬県企業管理者　成田　正士　様
（水　道　課）

　　　　　　　　　　　　　　　所在地
商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印



　令和８年９月３０日付けで公告があった東毛工業用水道　北ルート配水管路強靱化工事（第１期）に係る入札参加資格の確認について、下記の書類を添えて申請します。
なお、入札参加資格確認資料及び添付書類の内容は事実と相違ないことを誓約します。


                                          記


１　経営規模等評価結果通知書　総合評定値通知書の写し

２　同種の工事の施工実績（別記様式２）

３　監理技術者等の資格・工事経験（別記様式３）

４　設計業務に係る選定業者及びその設計業務実績（別記様式４）

５　設計業務に携わる予定技術者の資格（別記様式５）

６　２～５を補足するための資料

７　共同企業体入札参加資格審査申請書、特定建設工事建設共同企業体協定書、特定建設工事共同企業体誓約書及び代表構成員への他構成員の委任状（各２部）




 【注意点】
・７の書類は、共同企業体により参加する場合に提出してください。
・単体による参加の場合は、削除してください。
　※この吹き出しは、資料作成時に削除してください。



（別記様式２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

同種の工事の施工実績
                                                          会社名：
	
同種工事の条件

	この公告の工事と同種の工事である口径200mm以上の送配水管路布設工事を群馬県内で施工した実績を有する者であること。なお、次に掲げる要件を満たすこと。
ア　元請けとして施工し、平成28年４月１日以降に完成引渡しを完了していること。
イ　共同企業体の構成員にあっては、出資比率が20％以上のものに限る。
ウ　公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律第２条第２項に規定する
国、特殊法人等又は地方公共団体が発注する建設工事であること。

	



工
事
名
称
等



	工事名
	


	
	発注機関名
	


	
	施工場所
	
（都県名・市町村名・地先名）

	
	契約金額
	


	
	工期
	
　平成（令和）　年　　月　　日　～　平成（令和）　年　　月　　日、　　ヵ月

	
	発注形態等
	
  単体・共同企業体（出資比率　　　％）

	



工
事
概
要
等



	規模・延長等
	


	
	
工事内容

	



	
	使用主機材
・数　　　量
	



	
	施工条件
	




	
確認資料（該当するものに○を記すこと）

	
ＪＣＩＳ検索システムにおける
工事に関する情報（コリンズ）登録番号
	
同種工事に係る工事請負契約書の写し

	
 
	





（別記様式３）　　                                               　　   　　　　（用紙Ａ４）

監理技術者等の資格・工事経験
                                                          会社名：
	
　配置予定技術者の
　従事役職・氏名
	
○○技術者　○○　○○


	
  最　終　学　歴
	
○○大学土木工学科□□年卒業

	
  法令等による免許





	
一級土木施工管理技士（取得年）：平成○年
一級土木施工管理技士（交付番号）：○○○○○○号
監理技術者資格（取得年月日）：平成○年○月○日
監理技術者資格（交付番号）：第○○○○○○○○○○○号
監理技術者講習修了証の交付年月日：平成○年○月○日

	同種工事の条件
	
（※詳細は入札公告・入札説明書の条件を参照のこと）

	



同
種
工
事
経
験
の
概
要




	工事名
	


	
	発注機関名
	


	
	施工場所
	
（都道府県名・市町村名・地先名）

	
	契約金額
	


	
	工期
	
平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日、　　か月

	
	従事役職
	監理技術者　・　主任技術者　・　現場代理人

	
	
工事内容

	※公告において明示した参加資格が判断できる必要最小限の具体的項目を
設定すること。

	
	施工条件等
	


	雇用の状況
	申請日前３か月以上の雇用継続有無　（　あり　・　なし　）
※　証拠書類を添付のこと

	
	確認資料（該当するものに○を記すこと。）

	JCIS検索システムにおける
技術者工事に関する情報
	
同種工事に係る工事請負契約書の写し

	
	



	
申請
時
における
他工事
の
従事
状況

	
工事名
	


	
	
発注機関名
	


	
	
施工場所
	
（都道府県名・市町村名・地先名）

	
	
工期
	
令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日、　　ヵ月

	
	
従事役職
	
監理技術者・主任技術者・現場代理人　　※該当する役職に○をつけること

	
	
落札後の配置予定技術者の対応措置




	この工事を落札したときは、この工事に従事することが可能であることを記すこと。










（別記様式４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

設計業務に係る選定業者及びその設計業務実績

	会社名
	


	指定する条件
	ダクタイル鋳鉄管において、口径200mm以上の送配水管路布設工事の詳細設計を国内で、平成28年4月1日以降に完成させた実績を有すること。

	



業
務
名
称
等



	業　 務　 名
	


	
	発注機関名
	


	
	業 務 場 所
	
（都県名・市町村名・地先名）

	
	契約金額
	


	
	工期
	
　平成（令和）　年　　月　　日　～　平成（令和）　年　　月　　日、　　ヵ月

	
	発注形態等
	
  単体・共同企業体（出資比率　　　％）

	



業
務
概
要
等



	業 務 概 要
	


	
	
規模・延長

	



	
確認資料（該当するものに○を記すこと）

	
TECRIS登録番号
	
同種業務に係る契約書の写し

	
 
	






（別記様式５）

設計業務に携わる予定技術者の資格

１．管理する技術者（予定）の保有資格及び雇用状況（※１）
	①氏名（ふりがな）
　
	 ②生年月日

	③所属・役職

	④保有資格（※２）
　技術士　　・部門：　　　　　選択科目：　　　
・登録番号：　　　　　　　　　　・取得年月日：
　技術士補　・部門：　　　　　選択科目：　　　
・登録番号：　　　　　　　　　　・取得年月日：
  ＲＣＣＭ　・部門：　　　    　　
・登録番号：　　　　　　　　　　・取得年月日：

	⑤雇用の状況
	申請日前３か月以上の雇用継続有無　（　あり　・　なし　）
※　証拠書類を添付のこと




２．照査する技術者（予定）の保有資格及び雇用状況（※１）
	①氏名（ふりがな）
　
	 ②生年月日

	③所属・役職

	④保有資格（※２）
　技術士　　・部門：　　　　　選択科目：　　　
・登録番号：　　　　　　　　　　・取得年月日：
　技術士補　・部門：　　　　　選択科目：　　　
・登録番号：　　　　　　　　　　・取得年月日：
  ＲＣＣＭ　・部門：　　　    　　
・登録番号：　　　　　　　　　　・取得年月日：

	⑤雇用の状況
	申請日前３か月以上の雇用継続有無　（　あり　・　なし　）
※　証拠書類を添付のこと




（※１）予定する技術者が複数名となる場合は、適宜欄を追加すること。

（※２）管理する技術者及び照査する技術者は、それぞれ次の１～３いずれかの資格を保有する者であること。
　　　　１　技術士（総合技術監理部門　選択科目は上下水道－上水道及び工業用水道）
　　　　２　技術士または技術士補（上下水道部門　選択科目は上水道及び工業用水道）
　　　　３　ＲＣＣＭまたはＲＣＣＭ合格者（上水道及び工業用水道）



（別記様式６）                                                               　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［条件付き一般競争入札（事前審査方式）用］
	

入札参加資格確認についての説明申込書


                                            　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日


　　群馬県企業管理者　成田　正士　様
    　　　（水　道　課）



　　　　　　　　　　　　　　　所在地
商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


　令和８年９月３０日付けで公告がありました東毛工業用水道　北ルート配水管路強靱化工事（第１
期）に係る入札参加資格の確認において、入札参加資格がない旨の通知を受けましたが、入札参加資格がない理由について説明を求めたいので、下記の書類を添えて申し込みます。
　なお、添付書類は事実と相違ないことを誓約します。

                                記

　添付書類

１　入札参加資格確認通知書の写し

２　入札参加資格があるとする理由および証拠書類








（別記様式７）                                                               　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［条件付き一般競争入札（事前審査方式）用］
	

入札参加資格再確認通知書


                                            　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日


　商号又は名称
　代表者　○○○○　様

　　                        　　　　　         群馬県企業管理者　成田　正士
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（水　道　課）


　令和○年○月○日付けで申し込みがあった東毛工業用水道　北ルート配水管路強靱化工事（第１期）に係る入札参加資格について、下記のとおり確認したので通知します。

記

　令和８年１１月４日付けで通知した入札参加資格確認を取り消し、当該工事に係る入札参加資格があると認めます。


　次の理由により、入札参加資格は認められません。

　理由






	


　※｢記｣以下については、いずれか一方を選択して記載すること。

（別記様式８）                                                                  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［条件付き一般競争入札（事前審査方式）用］
	
質問・回答書
         　
                                            　　　　　　　　　　令和　年　　月　　日

　　群馬県企業管理者　成田　正士　様
    　　　（水　道　課）


　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
商号及び名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　
　令和８年９月３０日付けで公告がありました東毛工業用水道　北ルート配水管路強靱化工事（第１
期）について、下記のとおり質問がありますので回答してください。

記

質問事項（複数の質問事項がある場合は、適宜別紙を使用のこと。）

	

	

	

	

	回答（質問事項に応じて、適宜別紙を使用のこと。）

	回答日　令和　年　　月　　日　担当者名　

	

	

	

	


    ※　郵送するときは、配達証明又は内容証明により所定の期限内に到達すること。


別記様式９
	
工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象に関する情報の通知書
令和　　年　　月　　日

 群馬県企業管理者　成田　正士　様

所在地
商号又は名称
代表者    　　       

  下記のとおり、建設業法第２０条の２第２項に基づき、発生するおそれがあると認める工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象に関する情報を通知します。

記

工事名：

· [bookmark: _Hlk184654393]主要な資機材の供給の不足若しくは遅延又は資機材の価格の高騰
　　　　　　　　　　（建設業法施行規則第13条の14第２項第１号）
・発生するおそれのある事象(※)：（例）国際的な石炭価格上昇に伴うコンクリート価格の高騰
　　・上記事象の状況の把握のため必要な情報の入手先：（例）報道等のURLを記載又はファイルを添付

· 特定の建設工事の種類における労務の供給の不足又は価格の高騰
　　　　　　　　　　（建設業法施行規則第13条の14第２項第２号）
・発生するおそれのある事象(※)：（例）○○地震の復旧工事の本格化による交通誘導員の不足
・上記事象の状況の把握のため必要な情報の入手先：（例）報道等のURLを記載又はファイルを添付

その他連絡事項（空欄可）（自由記述：上記のほか工期等に影響を与えることが想定される情報等）

(※)　天災その他自然的又は人為的な事象により生じる発注者と受注者の双方の責めに帰することができないものを記載



注　１　本通知書については、建設業法施行規則第13条の14第２項に規定する事象が発生するおそれがあると認めるときに提出するものであり、当該事象の発生するおそれが認められない場合は、提出を求めるものではない。
２　本通知書を提出する場合は、落札決定（随意契約の場合にあっては、契約の相手方の決定）から契約締結までに提出するものとする。
３　「上記事象の状況の把握のため必要な情報の入手先」欄においては、受注予定者の通常の事業活動において把握でき、メディア記事、資材業者の記者発表又は公的主体や業界団体などにより作成・更新された一定の客観性を有する統計資料等に裏付けられた情報を用いること。（一の資材業者の口頭のみによる情報など、真偽を確認することが困難である情報は除かれることに留意すること。）
４　本通知書により通知した事象が契約締結後に顕在化した場合は、建設業法第２０条の２第３項により、請負契約の変更についての協議を受注者から発注者に対して申し出ることができるが、当該協議については、本件工事の請負契約の規定等（スライド条項の運用基準等を含む。）に基づき対応を行うものであることに留意すること。
５　本通知書を提出していない場合であっても、本件工事の請負契約の規定に基づき、請負契約の変更について発注者に対して受注者から協議を申し出ることができる。


